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ただ, 日本国内で受信される場合, 後述するように, 今日の支配的な伝
統的理論によれば, 外国でなされたそうした情報提供・表現ないし送信
行為を含め, その全体を日本の国内犯 (刑法１条１項) として, 日本で












)｡ ただ, その判示は, 当該具体的事例に則したものとなってお
外国で発信されるインターネット上の表現と国内犯の成否 (愛知)()
り, そうした処罰が一般に無制約のものかどうかについては明らかにさ




























電磁的記録の頒布 (刑法条１項後段) と有償頒布目的保管 (同条２
中京法学巻３・４号 (		年) ()




設, 運用は日本国外でされているため, 被告人らは, 刑法１条１項にい










これに対して, 最高裁は, 上告趣意は, 単なる法令違反の主張であっ
て, 刑訴法条の上告理由に当たらないとしつつ, 職権により次のよ
うに判示して, 上告を棄却した｡
まず, ｢刑法条１項後段にいう 『頒布』 とは, 不特定又は多数の者
の記録媒体上に電磁的記録その他の記録を存在するに至らしめることを



















国内犯とは, 国内 (領域内) において罪を犯す場合, すなわち国内に
犯罪地が存在する場合をいう｡ 国内犯であることに基づき, 犯罪との場
所的関連 (犯罪地が自国に属すること) に着目して刑罰権を及ぼす原理
















































































内犯 (属地主義) としての形を取りながら, 結果として場所的に制約な





































刑罰権に基づき, 個人による殺人, 窃盗, 風紀違反などの古典的な犯罪







が国境を越え, 複数の国に跨がって生じることはあった｡ だが, 基本的
にその影響は限られた関係地域にしか及ばず, 一定の空間的に限定され














にしている表現行為は, その場所が ｢インターネット上｣ という, その
波及において地域的限定性のない場・空間である｡ そこに広がるのは,
機能的には, その影響の面で発信地・受信地のいかんが実質的に意味を
持たない, いわば国境のない均一の世界, グローバル平面である｡ その
結果, すでに見たように, 一国で発する情報提供・表現が, その国では
適法であるものの, 他国においては, 人の名誉や信用を毀損し, また政
治体制や社会風俗などを害するとして犯罪視されるという事態の発生が



























洋汚染, 大気汚染から, 近年の地球温暖化まで, 環境汚染・破壊などの
分野では, あらためて言うまでもなく, 汚染・原因物質排出地等以外に
汚染・影響は広く及び, そうした越境は特別なことではない｡ さらに,
電波放送 (たとえばテレビ, ラジオ) などは, 国際放送の場合, 容易に







はないという意味で, なお地域的限定性の面影を残している｡ また, そ
こでは生命・身体や健康あるいは財物等に対する侵害が, 多くの場合の
問題の中心で, そのような場合は, 表現に対する評価と異なり, 文化や
法意識の違いが相対的に少ない｡ 電波放送は, その点では, 瞬時に影響
























































































































































の維持が原則となる｡ そのため, 法益保護の側面からは, 世界中の国が
対処を考慮しうることになり, 世界中のすべての行為について世界中が
犯罪地 (いずれの国にとっても国内犯) という考え方に傾きやすい｡








































国における自由保障と抵触して, 大きな軋轢が生じうる｡ だが, そうし
たその地との真正な関係を持たず, 単に処罰回避の意図で, 当該行為が













































刑法適用 (管轄権) の平面で問題解決を図るが, 属地的な観点から離
れて, 属地主義 (国内犯の成否) とは別の原理による対処を模索する方
法はどうか｡ すでにみたように, インターネットを介した情報発信・表
現については属地主義が旧来のようには機能しない事実・側面を正面か















































































































































































ものの基本的に世界中が関係する場面である｡ そのため, 通常, 焦点は
行為の側面にあることになる
()












国も基本的に, その表現が届く ｢世界の中のひとつの国｣ でしかない｡
一般的には, 内容的に他の国と異なる特殊な関連性を有するわけではな
い｡ そうした点が, インターネット上の表現の本質である｡ そこから,























































































強くないことがあろう｡ そのような場合, 軋轢回避の観点からは, 外国
の有する関心の点で日本の処罰範囲を限定する必要性が少ないため, そ
うした扱いから除外してよいとの理解といえる｡
































































































































































国内での企画・打合せ (共謀, 教唆・幇助) 等により形式的に国内犯と
なる場合も, 実質的には可罰的違法性を認めうるほど関係の法益が害さ






















そうした問題の焦点は, 通例, 国外犯について, どの範囲で国内刑法
を適用し国内刑罰権・管轄権を及ぼすか, という形で問われる問題と同
























































山口厚 ｢コンピュータ・ネットワークと犯罪｣ ジュリ号 (年) 
頁, 齋野彦弥 ｢情報の高度化と犯罪の 『域外適用』 について｣ (田村善之




年) 頁, 同 ｢インター
ネット犯罪と遍在主義｣ 刑雑巻１号 (





年) 頁, 三島聡 ｢サイバーポルノ事件｣ (平川宗信＝後藤昭編)
刑事法演習 (第２版・

年) 	頁, 山中敬一 ｢インターネットとわい
せつ罪｣ (高橋和之＝松井茂記＝鈴木秀美編) インターネットと法 (第４
版・












ターネット上の ｢仮想社会｣ における評価 (情報状態) に対する名誉毀損
(平地秀哉 ｢放送・インターネットにおける名誉毀損｣ 論究ジュリ号
(年) 頁参照) 等も, 現行刑法において犯罪とされておらず, 本稿
における考察の対象外である｡
(３) 豊田兼彦 ｢判比｣ 法セミ巻号 (	年) 	頁｡ また前田雅英 ｢判
比｣ 捜研
巻１号 (年) 頁, 松井茂記・インターネットの憲法学
(新版・年) 
頁｡ なお, 不法行為 (いわゆる損害拡散型不法行
為) による民事事件の国際裁判管轄権についても類似の問題がありうるこ
とにつき, 渡辺惺之 ｢インターネットによる国際的な民事紛争と裁判｣ 高
橋ほか編・注 (１) 前掲		頁, 		頁, 中野俊一郎 ｢判比｣ 民商
	巻４号 (年) 
頁参照｡
(４) 本件評釈として, 前田・注 (３) 前掲	頁, 豊田兼彦 ｢判比｣ 法セミ

巻２号 (年) 頁, 田中健太郎 ｢判比｣ 捜研
巻４号 (年) 

頁, 山本高子 ｢判比｣ 法学新報巻３･４号 (年) 	頁, 伊藤亮吉
｢判比｣ 刑ジャ号 (年) 頁, 白井智之 ｢判比｣ 警論
巻６号 (
年) 頁, 鎮目征樹 ｢判比｣ 判例セレクト[] (月刊法教号別冊
付録・





頁, 本庄武 ｢判比｣ 速報判例解説
[] (法学セミ増刊・
年) 頁, 曲田統 ｢判比｣ 平成年度重判
(ジュリ号・
年) 頁, 駒田秀和 ｢判比｣ 時の判例 [] (年)
頁など｡ なお, 本決定と同日, 同様の争点について同趣旨の決定が同
じく第三小法廷においてなされている (裁判集刑事	号頁)｡ なお,
東京高判平成年３月日判タ号頁｡










原審に対する評釈として, 豊田・注 (３) 前掲	頁, 南部晋太郎 ｢判比｣
外国で発信されるインターネット上の表現と国内犯の成否 (愛知)()
研修号 (年) 頁, 南部篤 ｢判比｣ 判例セレクト	[] (月刊
法教号別冊付録・年) 	頁, 今井猛嘉 ｢判比｣ 平成年度重判
(ジュリ

号・年) 頁, 野村和彦 ｢判比｣ 刑ジャ号 (年)









(９) 愛知正博 ｢国際刑事法における未遂の犯罪地｣ 中京法学巻３･４号
(年) 頁参照｡
() たとえば森下忠・国際刑法入門 (	年) 	頁, 愛知・注 (９) 前
掲頁参照｡
() 構成要件が想定する法益侵害 (危険を含む) が結果的に生じた地とする
法益侵害地説 (効果説) も, 近縁の立場として一部で主張されている (辰
井聡子 ｢犯罪地の決定について(２完)｣ 上智法学巻３号 (年)
	頁)｡
() 愛知正博・(福田平＝大塚仁編) 現代青林講義刑法総論 (改訂版・
年) 頁, 愛知・注 (９) 前掲頁参照｡
(	) 本件は, 同条項 (平成	年７月日施行) の適用が最高裁で扱われた最
初の事例であった｡ ｢頒布｣ の意義についても, 最高裁として初めて判示
したものであるが, 立案担当者の解釈 (杉山徳明＝吉田雅之 ｢『情報処理
の高度化等に対処するための刑法等の一部を改正する法律』 について (上)｣
曹時
巻４号 (年) 頁｡ 清隆 ｢『情報処理の高度化等に対処する
ための刑法等の一部を改正する法律』 の概要｣ 刑ジャ	号 (年) ６頁,
前田雅英ほか編・条解刑法 (３版・	年) 頁も同旨) を追認・採用
したものである｡ なお, 原審 (東京高判平成年２月日高刑集

巻１号
６頁) も ｢記録媒体上に電磁的記録その他の記録を取得させること｣ と述
べて, やや表現は異なるものの同趣旨を判示していた (今井・注 (７) 前
掲頁, 南部 (晋)・注 (７) 前掲	頁, 豊田・注 (３) 前掲	頁, 曲
田・注 (４) 前掲頁, 伊藤・注 (４) 前掲頁｡ 異説, 田中・注 (４)
前掲	頁, 白井・注 (４) 前掲頁)｡ ちなみに, 顧客の操作に応じて,
運営側の組み込んだプログラムに従い機械的に自動応答・送信するだけの
本件配信についても, 自動販売機によるわいせつ図画販売 (顧客の機械操
作と商品の排出・受け取り) について同販売罪 (現在は頒布罪) が成立す
るとされていることと軌を一にしており (野村・注 (７) 前掲頁, 南
部 (晋)・注 (７) 前掲	頁｡ なお, 曲田・注 (４) 前掲頁, 伊藤・注
中京法学巻３・４号 (年) ()
(４) 前掲頁, 渡邊卓也・ネットワーク犯罪と刑法理論 (年) 
頁), 頒布に該当することに異論は少ないと推測されている (今井・注





() 曲田・注 (４) 前掲頁, 白井・注 (４) 前掲頁｡ 第一審は結果の









() 事例判断ではあるが, この種の事案では, こうした配信サイトを利用す
ることが多いとされており (細谷泰暢 ｢最高裁刑事破棄判決等の実情 (上)
―平成年度―｣ 判時号 (年) 頁｡ 頒布との関連でなされた言
及であるが, 国内犯かどうかの問題についても基本的に当てはまるものと
解される), この判示の先例的価値は大きいと思われる｡
() なお, わいせつ電磁的記録有償頒布目的保管罪における頒布目的は, 国
内頒布の目的であることを前提としつつ (駒田・注 (４) 前掲頁, 白





() 現に原審は, そうした論理で国内犯としている｡ 田中・注 (４) 前掲
頁, 伊藤・注 (４) 前掲頁は, 本決定もこの論理を採用したものと解す
る｡ なお, 山本・注 (４) 前掲
	頁も同旨か｡







国内犯とされうるものであった (なお細谷・注 () 前掲頁, 駒田・注
(４) 前掲頁参照)｡ 最高裁が, 被告人らが日本国内において罪を犯し
たことは明らかだとしたのは, こうした事情も考慮したものかもしれない｡





と類似する考慮が必要となろう (また後出注 () 参照)｡ なお, 山口厚
｢越境犯罪に対する刑法の適用｣ 松尾浩也先生古稀祝賀上巻 (年) 
頁参照｡





















対象者 (被害者) 以外には送信していない場合は, 公然陳列にあたらない
とした下級審判例として, 大阪高判平成年６月	日判タ
号頁｡
() 山口・注 (１) 前掲
頁, 野村・注 (７) 前掲	頁, 岩間・注 (７)
前掲

頁｡ また山中・注 (１) 前掲頁, 山本・注 (４) 前掲	
	
頁, 白井・注 (４) 前掲




照｡ また, 名誉毀損による不法行為について, 当該ウェブサイトにつき閲
覧可能性があれば結果発生地であると解したものとして, 最判平成年３
月日民集巻３号頁｡ なお, 児童買春等規制法条, 私事性的画像
被害防止法３条５項は, ｢提供｣ (頒布と基本的に同旨と解されている｡ た
とえば渡邊・注 (	) 前掲
頁) の場合を含めて, 国外犯につき刑法３条
(日本人の国外犯) の例に従うことを定めている｡ これらの場合, 日本人
についても, たとえば国内への提供のように国内犯とされるときは, その
対象ではないことになる｡ 外国における記録物の提供または公然陳列のほ
か, 電気通信の方法によるときも, 日本国内には提供されず (たとえば外
国内で電子メール送信により提供されるようなとき), または日本国内で
は画像等を認識できる状態にないときが, その対象と解されることになろ
う｡ インターネットを介した名誉毀損 (刑法３条	号) についても, また
同じであろう｡
(	) なお野村・注 (７) 前掲頁, 南部 (晋)・注 (７) 前掲		頁, 	頁注
９参照｡ 反対, 南部篤・注 (７) 前掲	頁｡ 山本・注 (４) 前掲
頁も, 陳列罪について海外でのアップロードは日本の国内犯とならないと
いう解釈も示唆する｡ 抽象的危険犯における結果地説にいう結果の存否の
問題について論ずるものとして, 岩間・注 (７) 前掲頁｡ またシュワ










条を列挙していない) 参照｡ なお白井・注 (４) 前
掲頁｡
() 愛知・注 (９) 前掲		頁注４｡
() この場合に, 乗組員等に対する刑事手続 (刑事裁判権の行使) について
は, 乗船中の船舶の旗国か乗組員の本国のみがとりうること (すなわち,
犯罪地に関する遍在説によれば認められそうな結果発生船舶の旗国による










(注 () 参照) では類似の問題が発生するのである｡
() 豊田・注 (３) 前掲頁｡ また前田・注 (３) 前掲頁｡ 議論の余地
があるとするものとして, 細谷・注 () 前掲頁, 駒田・注 (４) 前掲
	頁｡ 不法行為による民事責任の準拠法との関連で発信国における表現







益であろう｡ なお, 単なる ｢訴訟政策｣ 的対応に批判的なものとして, 山
田・注 (４) 前掲頁｡
() 南部 (晋)・注 (７) 前掲頁｡
() 愛知・注 (９) 前掲頁｡




() 伊藤・注 (４) 前掲
頁, 松井・注 (３) 前掲頁参照｡
() 今井・注 (７) 前掲頁｡





() 岩間・注 (７) 前掲頁参照｡
() 平川宗信・名誉毀損罪と表現の自由 (
年), 同・刑法各論 (	年)
頁以下, 同・憲法的刑法学の展開 (年) 頁以下, 高橋和之 ｢イ




) 南部 (晋)・注 (７) 前掲頁｡





















条参照)｡ また民訴法３条の３第８号参照)｡ こうした立場は, 世界中
が結果地になることについて認識可能性がある場合に関する本稿の課題と
は場面は異なるが, 言動がなされた地における法的状態・安定性を尊重す




における双方可罰の要件｣ 福田平＝大塚仁博士古稀祝賀 (上) (

年) 
頁, 同・注 (９) 前掲頁｡
() 外国に常居住地を有する外国人のような場合, 現実にわが国における処
罰に向けて外国からその者の引渡しを受けることも困難を伴うであろう｡









どが必要となり得るであろう｡ ただし, 普通犯罪については, 死刑問題は
あるものの, わが国が外国と比べて重く罰する方向に大きくずれて重罰と
していることは現実には多くないと思われる｡
() 起訴便宜主義の活用により対処する方法 (山本・注 (４) 前掲頁,
外国で発信されるインターネット上の表現と国内犯の成否 (愛知)()
伊藤・注 (４) 前掲頁参照) も, これと近似するものと考えてよか
ろう｡
() 公海上の船舶衝突等に関する海洋法条約条１項が, 旗国主義において
遍在説的解決を放棄しつつ (注 () 参照), 属人主義的な処理を採用し
ていることは参考になろう｡
() 私事性的画像被害防止法には, 私事性的画像記録のインターネットを通
じた提供 (３条１項), 公然陳列 (同２項) の行為について, 国外犯の属










(	) 愛知正博 ｢外国刑事判決と一事不再理 (３) ・完｣ 名大法政論集	号
(年) 頁, 愛知・注 () 前掲頁｡
(	) 齋野・注 (１) 前掲
頁, 頁｡ なお野村・注 (７) 前掲頁, 岩
間・注 (７) 前掲頁注, 注参照｡
(	) 愛知・注 (９) 前掲頁参照｡








(		) 南部 (晋)・注 (７) 前掲頁参照｡
(	
) 豊田・注 (４) 前掲	頁｡ また, 伊藤・注 (４) 前掲頁も訴追上の
配慮として同旨か｡ なお, こうした場面で行為者の主観面を考慮すること
は, これまでさほど多く説かれてきたわけではないが, 理論的に難がある
わけではない (注 () 参照)｡ ただ, 実際の認定にあたっては客観的事
情を手掛かりにしつつ判断することになろう｡
(	) なお, 民事上の不法行為責任につき, 渡辺・注 (３) 前掲	頁,
中京法学	巻３・４号 (年) ()




(	) なお, 名誉毀損による不法行為につき高杉直 ｢判比｣ 平成年度重判
(ジュリ		号・年) 










通常予見可能だとするものとして, 中村知里 ｢判比｣ ジュリ
号 (	
年) 頁｡
() 国際私法学の用語にならい ｢密接関連性｣ として表現することもできる｡
横溝大 ｢判比｣ ジュリ号 (年) 
	頁｡ なお法適用通則法条参
照, また渡辺・注 (３) 前掲	
頁参照｡ 伊藤・注 (４) 前掲頁は, 訴
追上の配慮としてではあるが近似した見解を示す｡ また山田・注 (４) 前
掲頁, 松井・注 (３) 前掲
頁参照｡


























在地での発信の場合) を指摘するものとして, 渡辺・注 (３) 前掲頁｡




のではあるが, ｢国内からのデータを国内に頒布したもの｣ であって, 類
型的に ｢迂回した国内犯｣ とでも言うべき事案である (なお伊藤・注 (４)
前掲頁参照)｡ しかも, みずからデータをアップロードする場合に準え
れば, ｢国外部分｣ は ｢因果の経過｣ に位置するものとも看做しうるよう
なものである (なお, 国内からの頒布行為を認める見解として, 野村・注
(７) 前掲	


























() なお, 日本人の国外犯が処罰される犯罪 (たとえば名誉毀損) の場合に,




れば, いわゆる抽象的双罰性の存在で足りようが (愛知・注 () 前掲
	頁), ここでは外国行為地との自由保障面での矛盾・軋轢を回避する趣








して, 出口耕自 ｢インターネット名誉毀損における結果発生地｣ 国際外交
	巻１号 (
年) 頁, 頁｡





いためであろう｡ かりに, そうした購入 (殺人の幇助行為) も適法である
とすれば, やはり日本での処罰は外国の領域支配と抵触するおそれがある
と思われる｡
































解釈でも, また対処できるように思われる｡ 両者は, 故意犯における当該
事実の認識の要否など微妙に異なりうる (後出注 (
) 参照)｡ ただ, 本
稿の問題場面では, 両者は本質的に大きな違いはないと思われるので, こ
こでは便宜的に構成要件の面での対処に代表させて検討しておきたい｡



























() 古田佑紀 ｢国外犯と共犯｣ 刑法基本講座第１巻 (年) 頁｡ なお山
口・注 () 前掲頁参照｡
外国で発信されるインターネット上の表現と国内犯の成否 (愛知)()
